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は じめに

およそ 「科学」 と呼ばれている学問には、

理論や仮説を構築す るプロセスとそれを調査

や実験によって実証するプロセスがある。 も

しも調査や実験 によって自分の理論を証明す

ることがで きなければ、それは理論の一部に

誤 りがあるか、そ もそも理論全体が間違って

いるか らで、いさぎよく理論を修正するか捨

てることが 「科学者」 として当然 とるべき態

度である。

ところが、社会学や政治学などの社会科学

系の学問は、 この理論構築のプロセスと実証

のプロセスをうま くリンクさせることができ

ない。高等数学を利用 した数理理論や コン

ピュータを利用 した統計分析手法が開発され

ているものの、政治の世界や社会構造 はあま

りに複雑すぎて、自分の立てた理論や仮説を

万人が納得するような形で科学的に実証する

には程遠い状況である。そこで、理論や仮説

にあった事実だけをかき集めて、現実を再構

成することで、いかにも実証 したように見せ

かけることになる。

資料の集め方 一 アメ リカの場合 一

行政研究において現実を再構成する場合、

公開されているデータや資料を統計的に分析

したり、アンケー ト調査などを実施 したりす

ることも考え られるが、欧米のように共同研

究 ・グループ研究が盛んではなく、個人営業

が主流の 日本では、 これは中々難 しい。一番

有効 とされているのは、自分の興味の対象 と

なっている政策分野について、行政の担当者

サ ンタモニ カ市役所

に会いにいき、詳細な事情や裏話を聴 くべ く

インタビューを行うとともに、行政部内に保

管 されている未公開資料を入手するという方

法である。

これまでの短い研究生活の経験か らという

と、言葉の微妙なニュアンスをっかみにくい

という不利な事情があって も、この種の調査

を行 うのに欧米の方が日本よりもはるかに楽

である。例えば、数年前ロサンゼルス郊外の

サ ンタモニカ市役所に調査に行 ったことがあ

る。 そ こで は、市民 向けにPEN(Public

ElectronicNetwork)と いう名前のパ ソコ

ン通信サー ビスを提供 している。例えば、電

子掲示板を通 じて、市役所か ら市民へのお知

らせ、市内の催 し物情報、図書館の情報、営

業許可 ・オー トバイ免許 ・ペ ット許可 ・映画

撮影の許可 申請の手引きなど市民に身近な情

報が得 られる他、市議会の予定、議題、議員

の名簿、市議会の議事録などが検索できる。

また、電子 メールによって、市民はサ ンタモ

ニカ市の職員に行政に対する苦情や要望、消
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費者としての苦情を送ることができる。これ

らの苦情は、直接役所内のネッ トワークを通

じて担当職員に送 られ、職員はそれに対する

回答を市民に連絡することが義務付けられて

いる。さらに、電子会議のサービスにより、

犯罪防止、教育、環境、 レジャー、その他の

政策問題について、市民が討論する場を設定

している。現在、 日本各地の市役所や第三セ

クターなどでパソコン通信サービスを行 って

いるがそのお手本となったのがサンタモニカ

市のPENで ある。

事前に質問 したい内容を箇条書 きに して日

本か らファックスで送 っておき、アポイ ント

をとり、約束の時間にPENを 開発 ・運用 して

いる担当の 「情報 システム部(Department

ofInformationSystems)」 に訪問す る。

部長 との間で簡単な挨拶を済 ませると、必要

な資料のほとんどが用意されてお り、手渡さ

れる。小 さなカセッ トレコーダーを持参 し、

インタビューを録音 して もいいかとお願いす

ると、快 く"noproblem"と い って くれ

る。インタビューの過程で、サー ビス開始か

ら今までの加入者数、市民か らのアクセスの

回数、年間予算といった統計的な資料は当然

のこと、サービスが開始されるまでに起 こっ

た市長 と反対派の対立 といった生々 しい事

情、コンピュー・夕を利用できる人 とできない

人 との間に発生 した情報格差や市職員の負担

増加、システムの悪用例といった普通話 した

くない都合の悪い問題 も、その対応に追われ

た苦労話とともに親切に説明 してくれる。イ

ンタビューの後は、当たり前のように、気の

すむまでPENの デモンス トレーションを見

せて くれた。

なにも、これはサ ンタモニカ市が特別なの

でもなければ、担当の情報 システム部の部長

が有能で気さくな人であったか らでもな く、

例えばワシントンにある連邦行政機関や連邦

議会の機関において ヒアリング調査 した際も

同様であった。聴 きたい内容、入手 したい情

報などをはっきりと伝え、できれば 日本の状

況を知 らせる資料を持参 して情報交換を行 う
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ことで、ひじょうに質の高い情報を手に入れ

ることができるのである。

資料の集め方一 日本の場合 一

日本の行政機関の場合 は、そ うはいかな

い。身分や調査 目的をハ ッキ リいっても、電

話だと公開されている資料す らなかなか送 っ

て くれ ない。最悪の場合、た らい回 しにあ

う。 じかに会いにいっても、一般に公開 され

ている表向きの資料は用意 してくれるが、そ

れ以上の資料はなかなか出してくれない。カ

セッ トレコーダーなどを出そうものな ら、 と

たんに無口になり 「官僚的」な回答 しか して

くれない。

まだ、大学院生の頃の話である。わが国で

は、昭和63年12月 に 「行政機関の保有する電

子計算機処理に係 る個人情報の保護に関する

法律」通称個人情報保護法が成立 した。この

法律 は昭和55年 のOECD(経 済協力開発機

構)理 事会の勧告、昭和58年 第2次 臨時行政

調査会の最終答申などを受けて、総務庁とい

う役所が リーダーシップを とって四苦八苦 し

て法案を作 り上げていった ものである。海外

では、 コンピュータ処理に係わる個人情報だ

けでな く、書類の形で保有されているマニュ

アル情報 も対象としている国、行政機関だけ

でな く民間企業の保有する情報にっいても個

人情報の保護措置が盛 りこまれている国 も

あったが、わが国の場合、規制の対象が 「行

政機関」の保有す る 「電子計算機処理に係

る」個人情報に限定された。そればかりでは

なく、海外の個人情報保護法と比較 して法律

のあち らこちらに骨抜きにされた 「痕跡」が

見受け られた。総務庁がは じめはどの レベル

の個人情報の保護を実現 しよ うと考えてお

り、その当初の構想が法案制定過程でどのよ

うな圧力が加わ ったことで後退 していったの

かをっぶさに見てい くことで、官僚がイニシ

アティブをとる日本のようなボ トムアップ的

な意思決定過程では、情報公開法や環境保護

法をはじめとする 「行政に都合の悪い」法律



は成立 しない、あるいは成立にこぎっけたに

して もザル法 になるという 「仮説」をぜひ実

証 したか った。

事前に、立法化の契機となったOECD理

事会の勧告内容、総務庁が学識経験者等を集

めて個人情報保護制度にっ いて調査研究を

行 った 「プライバ シー保護研究会」の報告

書、国会審議 における質疑応答、法律の内容

などについて勉強 し、総務庁の担当者に会い

にいった。 しか し、法の解釈など逐条的な解

説 はして くれるが、新聞などで報道されてい

る以上の ことはなかなか話 してくれない。 こ

れでは、何人 にインタビューしても現実を再

構成することができない。

ところが、ある総務庁の外郭団体で、個人

情報保護法をいかにすれば円滑に 「執行」す

ることがで きるかにっいて検討する研究会が

開かれることになり、その手伝いをする機会

を得た。そこには、数人の学識経験者ととも

に法律の制定過程に係わった総務庁の職員が

何人か参加 していた。研究会の後 は、ほとん

ど毎回のように彼 らとお酒を付 き合うことに

なる。飲んでいるうちに、自分に対する相手

の意識が 「彼 ら」から 「我々」に変化するの

が分かる。だんだん仲間として認識されるよ

うになるのである。個人情報保護法の話に水

を向けると、法律制定時の苦労話が泉のよう

に溢れ出て くる。犯罪情報や捜査情報を保有

する警察庁の抵抗が ことのほか強く、どのよ

うな情報を保管 しているかす らも総務庁に報

告する義務を免れたこと、地方公共団体や特

殊法人に対 して も、個人情報を保護 し、要請

があれば情報の開示を行い、誤 っていれば訂

正するように法律で義務付けたかったが、関

係省庁の抵抗で 「努力規定」にとどまったこ

となど、 とてもお もしろい話を聞くことがで

きた。

そのようなオフレコ情報のすべてを論文の

成果 として活用することはできないが、自分

の仮説が誤 っていないという裏付けとして利

用することができ、論文全体の トーンを確信

に満ちた ものにすることがで きる。また、職
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員の好意により、法律制定過程において総務

庁が派遣 した調査団や各国の日本大使館など

を通 じて収集 した外国の個人情報保護法の条

文や運用状況についての貴重な資料 も一部入

手することができた。

図書館を通じての資料収集

このように日本における行政調査は、どう

してもフェイス ・トゥ ・フェイスが中心 とな

り、まず人間関係の確立から始めなければな

らないので、余計な時間がかかる。国の行政

を研究する場合には、圧倒的に東京近郊にい

る研究者の方が有利となる。

しか し、現役の官僚と対等に話をす るため

には、現実をい くらよく知 っていて も、それ

だけでは不十分である。なぜな ら、世の中に

現役の官僚ほど実情を知 っている集団はいな

いか らである。彼らを捻 らせるには、理論の

部分、すなわち官僚の理論(多 くの場合ヘ リ

クツに近いが)を 圧倒する理論や学説の知識

が必要となる。

理論というものは、どうも調査や研究の積

み重ねによりボ トムアップ的に構成されるも

のではないように思える。調査や研究 は、理

論の誤 りや不備を修正することはあっても、

あくまで理論の正 しさを実証するための手段

である。理論は理論として構築 しなければな

らないと最近感 じるようになって きた。

その際、研究者として絶対に見過 ごせない

のは、海外の研究者の理論的成果である。自

然科学とちがい、社会科学の場合、学説や理

論を決定的に権威付けるような有名な雑誌は

存在 しない。一方で、玉石混合の研究者 に発

表の機会を与えている雑誌は、それ こそ星の

数 ほどある。幸いに して、近畿大学の中央図

書館には、政治学 ・行政学の基本的な雑誌が

設置されている。

その中で、常にカバー している洋雑誌とし

ては、次のものがある。

・AdrninistativeScienceQuarterly

・TheAmericanPoliticalScienceReview



・AmericanJoumalofPolitic段lScience

・JournalofPoliticalEconomy

・PublicAdministrationReview

・PublicChoice

法律学の場合、雑誌収録論文のデータベー

ス化が相当進んでお り、データベースを利用

することで網羅的な文献検索が可能にな りっ

っあると聞 くが、政治学関係の場合、前述の

理由でそれが難 しい。それほど有名ではない

雑誌に重要な論文が掲載 されることも少な く

ないのである。 日常的にカバーしていない雑

誌にっいては、論文や購入 した書籍の注釈や

参考文献か ら 「イモズル式」に情報を手操 っ

ていくことになる。

行政学と比較的関連が深い経営学や経済学

関係の雑誌にっいては、商経学部の先生が利

用されるか らか、近畿大学の中央図書館の蔵

書はかなり充実 している。 しか し、政治学の

マイナーな雑誌や新 しい雑誌となると入庫 し

ていない。(利 用頻度か らいって も入 ってい

ないのはむ しろ当然である。)

このような場合、中央図書館の3階 にある

参考業務係に相談する。必要事項を所定の用

紙に記入 し、欲 しい雑誌論文の リス トを置い

ておくと、その雑誌が保管されている図書館

を探 し出 し、論文の所在を確認 し、写 しを大

学に送付するように要請 して くれ る。写 しが

大学に届けられると、研究室や自宅に連絡が

入る。っまり、大学にいなが らにして、1か

月 も待てばほとんどの雑誌文献を入手するこ

とができるのである。 これに味をしめて、最

近何回もこのサービスを利用させてもらって

いる。

むすびにかえて一 図書館の将来 一

高度情報化社会において、図書館が情報セ

ンターとして機能すべきであるといわれて久

しい。 しか し、今インターネットワークの時

代に突入 してみると、情報セ ンターの意味が

少 し変化 して きているように思われ る。今

後、図書館は、すべての情報を保有するので
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はなく、利用者が情報を入手する際のアクセ

スセンターとして機能することが期待 されて

くるのではないか。前述の雑誌の例でもわか

るように、蔵書の リス トを図書館の間で共有

できれば、すべての図書館が現物を所蔵 して

いなくて も、相当充実 したサービスを提供で

きるようになるのである。

本学 図書館の所蔵状況 は下記の とお りで

す。閲覧希望の方 は、6Fカ ウンターにて申

請 して ください。

①=請 求記号

②=所 蔵(+は 継続記号です)

.Ad而 πεs`rα``uesc`eπce⑳ αrεer砂

①

② 脇11
㈲9

十

4

傷

ー

1

5

2

↓

Gp

レ

33

経

く

Z

商

40

7!んeAη τεrεCαπPoZ髭`CαZ8Cεeπce。Reひ`eω

①Z31-A2

② 法 学(1906-1985)1-61,63-79

Amεr`Cα πノ0岬 παZげpo麗``Cα`SC`eπCε

①Z31-A6

② 教 養(1973-1995)17-38,

39(i。3)→-

Formerly:`Midwestlournalofpolitical

Science'② 教 養(1957-1972)1-16

ゐ ㏄rπαZげ .ρo醐CαZecO几0πLン

①Z33-J1

② 商 経(1982-1995)1-102,

103(1-5)+

Pαb`lcA{1η11π18εrα``0πrω`eω

①Z31-P8

② 法 学(1940-1995)1-26,36,54,

55(1-5)→ 一

教 養(1940-1993)1-53

P乙め 配eσ んo`cε

①Z33-P14

② 商 経(1968-1979)4-34

Formerly:`Papersonnon-market

decisionmaking'

② 商 経(1966-1967)1-3



参考業務利用案内

利用者の学習や研究の手助けをするたあの業務で、3階 事務室内にあ ります。

*受 付時間*

曜 日 受 付 時 間

月曜日 ～ 金曜 日 午前9時30分 ～ 午後5時00分

土 曜 日 午前9時30分 ～ 午後1時00分

レファレンスワーク

本学図書館にある資料について、また必要とする資料の入手方法等にっいての疑問点や

相談にお答え します。

希望者は事務室内にあるrレ ファレンス質問申込書』に必要事項を記入の うえ、申込を

して ください。

相 互 利 用

本学図書館にない資料の所蔵 ・所在調査な らびに他大学および他機関か らの図書の借 り

受け、複写依頼のサー ビスを代行 します。

複写を依頼 した場合、コピー代金(1枚20～50円)と 郵送料が必要となります。

詳 しくは係員にお尋ね ください。

なお、利用希望者は事務室内にある 『相互利用申込書』に必要事項を記入のうえ、申込

を してください。

紹介状の発行

他大学および他機関を利用する場合は、利用先図書館への事前連絡な らびに本学図書館

が発行する紹介状が必要 となります。

希望者は事務室におこしの うえ、その旨を係員に申 し出て ください。

10


